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※「障害者」の表記について 

「障害者」の表記について、一般的に「障害」、特に「害」という文字は否定的な意味合いが強く、

「障がい者」という言葉を用いた方がよいのではないかという意見がございます。 

前次計画策定時においても、どちらの表記にするか意見が分かれ、大網白里市障がい者計画等策定

懇談会である障がい当事者の方々を交え、それぞれの立場からの議論がなされました。 

その結果、前次計画においては表記を「障がい者」に統一することといたしました。 

なお、本計画では、前計画の表記方法に加え、「障害者総合支援法」のような法令名や、「障害者手

帳」といった固有名詞についても表記を「障がい者」に統一することとしております。 

本計画をご覧になります皆様におかれましては、当事者を交えた議論の結果、この表現を採らせて

いただきましたことを、何卒ご理解お願い申し上げます。 
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第 章    計画策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国の障がい者施策は、障がい者基本法第１条に規定されるように、すべての国

民が障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人と

して尊重され、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して、基本的な方向を定めています。 

国は、障がい者自立支援法を改正し、障がい者の定義に難病患者を追加するなど、

地域社会における共生の実現を目的として、「障がい者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律」（以下「障がい者総合支援法」という。）を平成２５年４月

に施行しました。平成28年５月には、障がい福祉サービス及び障がい児通所支援の拡

充等を内容とする「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

及び児童福祉法の一部を改正する法律」が成立し、障がいのある方の望む地域生活の

支援の充実や障がいのある子どもへの支援ニーズの多様化に対し、きめ細かな対応等

を図ることとしています。 

また、平成26年1月には「障がい者の権利に関する条約」に批准し、平成28年４月

に、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進することを

目的とした「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障がい者差

別解消法」という。）及び雇用の分野における障がいのある方に対する差別の禁止及び

障がいのある方が職場で働くにあたっての支障を改善するための措置（合理的配慮の

提供義務）等を定めた「障がい者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」

が施行されています。 

高齢者福祉、子ども・子育て支援等に関する各制度の成熟化が進む一方で、人口減

少、家族・地域社会の変容などにより、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支えあい

ながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協

働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」の実現が求められていま

す。 

昨今では、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱え、複合的な支援を必要とすると

いった状況もみられ、総合的な支援の必要性が高まっています。 
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また、国の基本指針では、直近の障がい者施策の動向等を踏まえ、令和３年度から

令和５年度までの第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画の策定に当たり、

障がい福祉人材の確保や障がい者の社会参加を支える取組が盛り込まれるなど、見直

しがされています。 

こうした背景のもと、本市では、平成26年３月に策定した「第２次障がい者計画」

並びに平成30年３月に策定した「第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画」

の計画期間が令和２年度をもって終了することから、本市の障がい者施策を引き続き

計画的に推進していくため、新たに令和３年度を初年度とした「第３次障がい者計画」

並びに「第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画」を策定することとしま

した。 

 

２ 法令等改正の動き 

（１）国の基本計画 

① 障がい者基本計画（第４次）（平成 30 年閣議決定） 

＜基本理念＞ 

共生社会の実現に向け、障がい者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加

し、その能力を最大限発揮して自己実現できるよう支援 

＜基本的方向＞ 

１．2020東京パラリンピックも契機として、社会のバリア（社会的障壁）除去をよ

り強力に推進 

２．障がい者権利条約の理念を尊重し、整合性を確保 

３．障がい者差別の解消に向けた取組を着実に推進 

４．着実かつ効果的な実施のための成果目標を充実 

＜総論の主な内容＞ 

○当事者本位の総合的･分野横断的な支援 

○障がいのある女性、子供、高齢者の複合的な困難や障がい特性等に配慮したきめ細

かい支援 

○障がい者団体や経済団体とも連携した社会全体における取組の推進 

○「命の大切さ」等に関する理解の促進、社会全体における「心のバリアフリー」の

取組の推進 
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（２）関連法の制定・改正 

① 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部改正 

（平成 29 年） 

・民間の空き家・空き室を活用して、高齢者、低額所得者、子育て世帯、障がい者等

の住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度を創設するなど、住宅セ

ーフティネット機能を強化することとされた。 

 

② 高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正 

（平成 30 年） 

・理念規定に、共生社会の実現、社会的障壁の除去に留意すべき旨を明確化し、国及

び国民の責務に、高齢者、障がい者等に対する支援（鉄道駅利用者による声かけ等）

を明記し、全国におけるバリアフリー化を一層推進するために総合的な措置を講ず

ることとされた。 

 

③ 学校教育法の一部改正（平成 30 年） 

・障がい等により教科書を使用して学習することが困難な児童生徒の学習上の支援の

ため、必要に応じて「デジタル教科書」を通常の紙の教科書に代えて使用すること

ができるよう、所要の措置を講ずることとされた。 

 

④ 障がい者による文化芸術活動の推進に関する法律の制定（平成 30 年） 

・施設のバリアフリー化や情報保障といった、障がいのある人が文化芸術を鑑賞しや

すくする取組や、作品を発表できる機会の確保、著作権の保護、高い評価を受けた

作品の販売･発信に関する支援など、障がいのある人が、文化芸術を鑑賞･参加･創造

できるための環境整備や、そのための支援を促進することとされた。 

 

⑤ ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律

の制定（平成 30 年） 

・ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策を総合的かつ一体的に推進するため、国等

の責務を明記し、諸施策の実施状況の公表や諸施策の策定等に当たっての留意事項

等が定められた。 

 

⑥ 障がい者の雇用の促進等に関する法律の一部改正（令和元年） 

・国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況についての的確な把握等に関する

措置を講ずることが盛り込まれるとともに、民間の事業主に対する措置として、特

定短時間労働者を雇用する事業主に対する特例給付金を支給する仕組みや障がい者

の雇用の促進等に関する取組の実施状況が優良な中小事業主の認定などの新たな制

度の創設が盛り込まれた。 
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⑦ 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の制定（令和元年） 

・成年後見制度の利用の促進に関する法律（以下「成年後見制度利用促進法」という。）

に基づく措置として、成年被後見人及び被保佐人の人権が尊重され、成年被後見人

等であることを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等に係る欠格条項の

削除その他の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための措置を講ずることとさ

れた。 

 

⑧ 視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律の制定（令和元年） 

・視覚障がい者等の読書環境の整備推進に関し、国及び地方公共団体が果たすべき責

務などを明記するとともに、視覚障がい者等の図書館利用に係る体制整備等の視覚

障がい者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進するための施策が示された。 

 

（３）障がい福祉計画の見直しの主なポイント 

① 地域における生活の維持及び継続の推進 

・地域生活支援拠点等の機能の充実を進める。 

・日中サービス支援型共同生活援助等のサービスを踏まえた地域移行の検討 

 

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を一層推進するため、精神障

がい者の精神病床から退院後1年以内の地域における平均生活日数を成果目標に追

加する。 

・ギャンブル等依存症をはじめとする依存症について、自治体や関係者等の地域の包

括的な連携協力体制の構築や依存症の理解促進等、依存症にかかる取組事項を盛り

込む。 

 

③ 福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行や工賃・賃金向上への取組を一層促進させる。 

・就労定着支援事業の利用促進を図り、障がい者が安心して働き続けられる環境整備

を進める。 

 

④ 「地域共生社会」の実現に向けた取組 

・地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作りや制度の縦割りを超え

た柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域の実態等を踏まえながら、包括

的な支援体制の構築に取り組むことを盛り込む。 
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⑤ 発達障がい者等支援の一層の充実 

・発達障がい者等に対して適切な対応を行うため、ペアレントプログラムやペアレン

トトレーニングなどの発達障がい者等の家族等に対する支援体制の充実を図る。 

・発達障がいを早期かつ正確に診断し、適切な発達支援を行う必要があることから、

発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機関等を確保することの重要

性を盛り込む。 

 

⑥ 障がい児通所支援等の地域支援体制の整備 

・児童発達支援センターや障がい児入所施設について、今後果たすべき役割を明記す

る。 

・障がい児入所支援における18歳以降の支援のあり方について、関係機関が参画して

協議を行う体制の整備について盛り込む。 

・自治体における重症心身障がい児及び医療的ケア児のニーズの把握の必要性につい

て明記する。 

 

⑦ 障がい者の社会参加を支える取組 

・障がい者の社会参加促進のため、多様なニーズを踏まえ、特に障がい者の文化芸術

活動の推進や、視覚障がい者等の読書環境の計画的な整備の促進を図ることを盛り

込む。 

 

⑧ 障がい福祉サービスの質の確保 

・多様となっている障がい福祉サービスを円滑に実施し、より適切に提供できるよう、

サービス事業者や自治体における研修体制の充実や適正なサービス提供が行えてい

るどうかを情報収集するなどの取組について盛り込む。 

 

⑨ 障がい福祉人材の確保 

・研修の実施、多職種間の連携の推進、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的な

職場であることの積極的な周知・広報等に、関係者が協力して取り組むことが重要

であるであることを盛り込む。 
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３ 計画の位置づけ 

障がい者計画は、本市の障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計

画として、市民、関係機関・団体、事業者、市（行政）が、それぞれに自主的かつ積

極的な活動を行うための指針となる計画であり、障がい者基本法第11条第３項に基づ

く「市町村障がい者計画」に位置づけています。 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は、国の基本指針に基づき、障がいのある方

の地域生活を支援するため、令和５年度末におけるサービス基盤整備等に係る成果目

標を設定するとともに、各種サービスの必要量を見込み、その提供体制を確保するた

めの方策について定める計画であり、それぞれ障がい者総合支援法第88条に基づく

「市町村障がい福祉計画」、児童福祉法第33条の20に基づく「市町村障がい児福祉計

画」に位置づけています。 

本計画は、大網白里市第６次総合計画の障がい者（児）福祉部門の個別計画として

具体化した計画となり、他の福祉部門の計画との整合・連携を図ります。また、国の

基本指針及び千葉県が策定した関連計画や市が策定した各種計画等との整合・連携を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

【 国 】 

障がい者基本法 

 

 

児童福祉法 

【 千葉県 】 

 

 

 

第七次千葉県 

障がい者計画 

 

 

 

 

 

 

 

大網白里市第６次総合計画 

第３次大網白里市地域福祉計画 

大網白里市第３次障がい者計画、第６期障が

い福祉計画及び第２期障がい児福祉計画 

・第２期大網白里市子ども・子育て支援事業計画 

・第８期大網白里市高齢者福祉計画・介護保険事

業計画 

・大網白里市健康づくり推進計画（健康増進計画

／食育推進計画） 

        等 

整合・連携 

整合 

整合 

整合 
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４ 計画の対象 

本計画では、手帳の有無にかかわらず、身体障がい、知的障がい、精神障がい、発

達障がい、高次脳機能障がい、難病等があるために日常生活又は社会生活の中で何ら

かの不自由な状態にある人を計画の対象とします。 

また、障がい者基本法第２条では、「身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障

がいを含む。）その他の心身の機能の障がいがある者であって、障がい及び社会的障壁

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」を「障

がい者」の定義としていることから、本計画における障がい者の定義は同様のものと

します。 

 

５ 計画の期間 

第３次障がい者計画は、令和３年度から令和８年度までの６年間を計画期間とし、

第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画の計画期間に合わせて３年後に見

直しを行います。 

第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画は、国の基本指針に基づき、令

和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とします。 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

      

 

６ 計画推進の体制としくみ 

策定にあたっては、令和元年度に実施した福祉に関するアンケート調査や令和２年

度に実施した障がい者関係団体・事業者への書面ヒアリング調査の結果等を踏まえ、

現在の事業の課題等や新たに生じた障がい福祉サービスの需要などを総合的に検討し、

施策の充実を図りました。 

 

  

第３次障がい者計画 

第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 
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（１）全庁的な施策の推進 

障がい者施策は、福祉、保健、医療、教育、就労、まちづくり、防災等広範囲にわ

たっており、その理念を具現化し、施策を展開していくためには、行政全般にわたる

取り組みが必要となります。今後は、関係各課や諸機関と連携し、施策の推進を図っ

ていきます。 

 

（２）計画の推進体制 

本計画を着実に推進するためには、計画の進捗状況を評価し、必要に応じて見直し

を行うことが必要です。 

そのため、市民と行政、関係機関が連携し、市民全体で計画の推進を図ることを目

的として、計画の評価・点検課題事項の検討について、公募市民、障がい当事者、障

がい者関係団体、学識経験者、福祉・医療関係者等の関連分野の関係者から成る「大

網白里市障がい者計画等策定懇談会」において、各種事業の効果的な実施と、各種サ

ービスの質の向上を目指し、計画の着実な推進を図ります。 

また、山武圏域の市町や保健・医療関係者、障がい者団体、障がい福祉事業者等の

障がい福祉関係機関で構成される「山武圏域自立支援協議会」から計画の進捗につい

ての助言や、法改正等の時流に沿った提言を受けることにより、社会に即した計画の

運用に努めます。 

 

（３）計画の進捗状況の評価と見直し 

本計画を着実に進めていくため、計画の進行管理については、計画の策定（Plan）、

計画に基づく取り組み（Do）、その達成状況を定期的に把握し、点検・評価したうえ

で（Check）、その後の取り組みを改善する（Action）、一連のPDCAサイクルにより

行います。 
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個別支援会議（随時）

全体会議

事務局会議
・毎月定期開催
・地域課題解決
・連絡事項共有

専門部会
・相談支援部会
・障がい児部会
・就労部会

政策提案確認 地域課題解決

サービス事業所

保健・医療関係

教育関係（学校・特別支援学校）

相談支援事業所 主 管 課

関 係 機 関

障がい者団体

企業・就労関係

山武圏域自立支援協議会

報告・助言等 

【基本指針】

計画策定にあ
たっての基本
的考え方及び
達成すべき目
標、サービス
提供体制に関
する必要量の
見込の提示

大網白里市障がい者計画等策定懇談会

報
告

意
見
等

障がい者計画　　
障がい福祉計画　

障がい児福祉計画

【計画：Plan】
「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定するととも
に、サービスの見込量の設定やその他確保のための方策等を定め

【改善：Act】
中間評価等の結果を踏まえ、必要
があると認められるときは、計画
の変更や事業の見直し等を実施す

【実行：Do】
計画の内容を踏まえ、事業
を実施する。

【評価：Check】
成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実
績を把握し、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、計
画の中間報告として分析・評価を行う。
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第 章    第３次障がい者計画 

 

 

１ 基本理念 
 

基本理念 

 

ともに支えあい、だれもが安心して暮らせる 笑顔が輝くまち 
 

 

 

障がいのある人もない人も、すべての市民がお互いの個性と人格を尊重し、ともに

協力しあい、支えあいながら生活できる地域の実現が求められています。 

こうした地域づくりのためには、市民が障がいのある人に偏見を持たず、地域社会

の一員として受け入れ、支えていくことが重要です。 

そのためには、「地域共生社会」のもと、すべての市民が障がい者に対する理解を深

めるとともに、障がいのある人が、その人に最もふさわしい支援を受けながら、自分

らしく生きていけるよう、地域で支えあい、助けあっていく地域づくりが必要です。 

また、障がいのある人が自らの能力を十分に発揮し、社会のすべての分野で活動で

きるような環境を整えることで、社会への参加を促進していくことが求められていま

す。 

すべての人が、ともに協力しあい、支えあいながら安心して充実した生活を送ると

き、人は自然に笑顔が輝きはじめます。 

身体障がい、知的障がい、精神障がい、難病、発達障がい、高次脳機能障がいなど、

すべての障がいのある人が、地域の人々とともに安心して暮らすことができ、笑顔の

あふれるまち、そんなまちづくりをめざして、「ともに支えあい、だれもが安心して暮

らせる 笑顔が輝くまち」を基本理念として、市民の皆様とともに計画を推進します。 
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２ 基本目標 

 

大網白里市は、前述の基本理念に基づき、次の４つの基本目標を設定します。 

 

基本目標１ ともに生きる地域づくり 

基本目標２ 自立を支援する基盤づくり 

基本目標３ いきいきと働き、参加できる社会づくり 

基本目標４ 地域で育む支援体制づくり 

 

 

 

基本目標１ ともに生きる地域づくり 

障がいのある人もない人も、ともに協力しあい、支え合って生きることのできる地

域づくりが求められています。 

そのため、地域のすべての人々が、障がいのある人への差別や偏見などの心の障壁

（バリア）を取り払い、ともに生活していけるよう、様々な学習の場や交流の機会を

拡充し、障がい者に対する理解を深めていきます。 

また、障がいのある人が、地域で自立して生活していくためには、各種の福祉サー

ビスや関係機関等の支援だけではなく、地域の人々の協力が必要です。 

こうしたことから、障がいのある人を支えるボランティア等の育成と強化を図るた

め、障がいのある人の支援に必要な情報や知識を提供する体制を充実させるとともに、

支援を求める障がいのある人と、支援したいボランティア等の人々を、つなぐ仕組み

づくりを推進していきます。 

  



 

 

12 

 

基本目標２ 自立を支援する基盤づくり 

障がいのある人も、地域の中で障がいの種別に合った適切なサービスを自ら選択し

て、安心して生活できる環境が求められています。 

そのため、各種福祉サービスに関する情報提供体制の充実を図るとともに、相談を

担当する職員の専門的知識の向上や、相談機関の連携の強化を推進します。 

また、各種の福祉サービスの充実と多様化を図るとともに、障がいのある人だけで

はなく、その家族の身体的・精神的負担を和らげることができるよう、相談・支援体

制の充実を図ります。 

障がいのある人が、生涯にわたって、心身ともに健康に生活できる環境が求められ

ています。障がいの早期発見から、早期療育、治療、各種のリハビリテーションまで、

ライフステージに応じて、障がいのある人を適切に支援していくことが重要です。 

そのため、保健・医療サービスの充実を図るとともに、保健、医療、福祉の連携を

強化し、総合的なサービス提供体制の充実を図ります。 

 

 

基本目標３ いきいきと働き、参加できる社会づくり 

障がいのある人もない人も、地域で生きがいをもって、働くことのできる社会が求

められています。 

そのため、障がいのある人に対して、福祉的就労の場の確保・充実や、一般就労へ

の移行支援等の様々な取り組みを充実させるとともに、民間企業での障がいのある人

の雇用の促進を図ります。 

また、障がいのある人に職を紹介するだけではなく、就職後も、仕事を継続できる

よう、日常生活を営む上での問題等に対する支援を行い、就労の定着を図ります。 

社会の様々な分野に、障がいのある人が、積極的に参加し、活躍できる社会が求め

られています。 

障がいのある人もない人も、ともに、生涯学習から、スポーツ活動、地域活動まで

幅広く活動に参加できるよう、情報提供・支援体制の充実を図ります。 

さらに、障がいのある人が、地域の中で、自由に移動し、安心安全に施設を利用で

きるようユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを推進します。 
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基本目標４ 地域で育む支援体制づくり 

すべての人が地域で安心して暮らしていくために、行政が防災設備・制度を整える

とともに、市民の地域ぐるみの防犯への取り組みや、災害時の協力・支援体制の構築

が求められています。 

そのため、障がいのある人が地域社会において、安全で安心して生活することがで

きるよう、市民の自助・共助体制の確立を促進し、防災・防犯対策や消費者被害から

の保護等を推進します。 

また、障がいのある子どももない子どもとともに、地域の中でいきいきと学び、健

やかに育つことのできる社会が求められています。 

そのため、保育所、幼稚園、小中学校が特別支援学校と連携しながら、児童・生徒

一人ひとりの障がいの種別に応じて、最も適切な教育が受けられるようにしていくと

ともに、子どもが障がいに関わらずお互い交流し、ともに学びあえる環境づくりを進

めます。 

さらに、障がいのある子どもとその親の教育的ニーズを把握し、子どもの個性を伸

ばし、その持てる能力を最大限に発揮できるよう、適切な進路指導を行っていきます。 
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

と
も
に
支
え
あ
い
、
だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る 

笑
顔
が
輝
く
ま
ち 

①障がい者（児）に対する理解の推進 

②市民による福祉活動の推進

③障がい者の権利擁護の推進及び虐待の防止 

①情報提供・相談体制の整備 

②障がい福祉サービスの充実 

③地域環境の整備 

④保健・医療・療育体制の整備 

①就労と経済的自立の支援 

②スポーツ・文化活動の参加の推進 

③障がい者による自主的活動の促進 

１ ともに生きる地
域づくり 

３ いきいきと働
き、参加できる
社会づくり 

２ 自立を支援する
基盤づくり 

①防災・防犯の支援体制の充実 

②保育・教育環境の充実と発達障がい児等支援 

４ 地域で育む支援
体制づくり 
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基本目標１ ともに生きる地域づくり 
 
①障がい者（児）に対する理解の推進 

〇広報啓発活動の推進 〇福祉教育の推進 〇障がい理解の推進 〇交流教育の推進 
〇障がいのある人に関するマークの普及 〇地域住民との交流と相互理解の促進 

 
②市民による福祉活動の推進

〇ボランティア活動の推進 〇個人ボランティアに関する情報の提供の充実 
〇障がい福祉関係団体の活動の推進 

 
③障がい者の権利擁護の推進及び虐待の防止 

〇障がい者虐待の防止 〇成年後見制度の利用の促進 〇障がい者差別解消の推進 
 

基本目標２ 自立を支援する基盤づくり 
 
①情報提供・相談体制の整備 

〇「市の広報やお知らせ」の充実 〇障がい者相談員の活用 〇情報提供体制の充実 
〇相談支援事業の充実 〇手話通訳者の設置 〇手話奉仕員養成講座の開催 
〇アウトリーチ体制の充実 〇基幹相談支援センターの設置 

 
②障がい福祉サービスの充実 

〇利用しやすい提供体制の確立 〇相談・指導の充実 〇障がい福祉サービスの推進 
〇地域生活支援事業の推進 〇人材の育成 

 
③地域環境の整備 

〇地域の事業所間の連携の強化 〇各種計画づくりへ参画する仕組みづくり 
〇地域生活支援拠点等の整備 

 
④保健・医療・療育体制の整備 

〇保健・医療・福祉の連携 〇母子保健事業の推進  
〇「山武地区子育て支援ファイルあおぞら」の活用 〇障がい児支援の提供体制の整備等  
〇健康づくりの推進 〇成人保健事業の推進 〇医療サービスの充実 
 

基本目標３ いきいきと働き、参加できる社会づくり 
 
①就労と経済的自立の支援 

〇国・県との連携強化 〇障がい者雇用に対する理解の促進 
〇障がい者就業・生活支援センターの活用 〇就労環境の充実 〇優先調達の推進 

 
②スポーツ・文化活動の参加の推進 

〇文化活動への参加の促進 〇障がいスポーツの推進 
〇スポーツ活動・文化活動に伴う施設利用の推進 〇スポーツ活動・文化活動関連行事の支援 

 
③障がい者による自主的活動の促進 

〇ユニバーサルデザインの推進 〇千葉県福祉のまちづくり条例の普及促進 
〇道路環境・交通安全施設等の整備 〇やさしいまちづくりの推進 
〇移動ニーズに対する支援 〇経済的支援制度の周知 〇グループホーム等入居者家賃助成 

基本目標４ 地域で育む支援体制づくり 
 
①防災・防犯の支援体制の充実 

〇防災体制の確立 〇防災体制の確立 〇防犯対策の充実 〇日常生活自立支援体制の確立 
 
②保育・教育環境の充実と発達障がい児等支援 

〇教育相談体制の充実 〇障がい児教育の充実 
〇障がいのある子どもとない子どもとの交流の促進 

［ 具体的取組 ］ 
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第 章    施策の展開 

 

 

基本目標１ ともに生きる地域づくり 

（１）障がい者（児）に対する理解の推進 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「差別・偏見・疎外感を感じることの有無」については、全体では「ある」が29.3％、

「ない」が39.1％、「わからない」が25.2％となっています。 

 

【障がいのことでの差別や人権侵害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 障がいへの理解を深めるためには 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査では、「障がいへの理解

が足りない」という意見が出ています。また、障がいのある人への市

民の理解を深めるためには、「学校での福祉人権教育を充実する」「障

がいに関する講演会や学習会などを開催する」「企業が積極的に福祉

活動に携わる」などの意見がでています。 

回答者数 =

　 547 29.3 39.1 25.2 6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない わからない 無回答
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【今後の取り組み】 

障がい者基本法では、身体、知的、精神の３障がいに加え、発達障がい、高次脳機

能障がい、難病その他の心身の機能に障がいのある人が「障がい者」の定義とされて

おり、多様な障がいに対する理解を広めていくことが求められています。 

さらに、平成25年６月には障がい者差別解消法が公布（平成28年４月施行）され、

障がい者の権利擁護のための法整備が進んでいます。 

しかし、福祉に関するアンケート調査の結果では、「障がい者差別解消法」について

「知っている」と回答した人の割合が約３割となっています。また、「差別・偏見・疎

外感を感じる」と回答した人の割合も約３割となっています。 

障がいのある人とない人の交流を促進することによって相互の理解を深め、障がい

の理解と差別の解消に向けた講演会や研修、福祉教育の推進、障がい者施設と地域と

の交流等により心のバリアフリーを推進し、すべての人の人権が尊重される地域社会

の実現を目指します。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人に対する差別や偏見をなくすため、啓発や広報活動を通じ、福

祉教育や差別解消の取組を推進します。 

○ 社会的障壁の除去を必要としている場合の合理的配慮の実践に向けた取組を推

進します。 

 

 

 

事業名 事業内容 

広報啓発活動の推進 

「障がい者週間」、「障がい者雇用促進月間」、「精神保健

福祉普及運動」等について、障がい者団体や関係機関と連

携し、行事や市広報紙等を活用した広報啓発を通して、障

がいのある人に対する市民の理解と認識を深めます。 

福祉教育の推進 

あらゆる世代の人に障がいに対する理解を推進するた

めに、市民が「障がい」知識に触れる機会をつくるよう努

めるとともに、早期からの障がい者理解を促すため、「障が

い」に関する知識の学習・理解について、小学校・中学校

と連携し、推進します。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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事業名 事業内容 

障がい理解の推進 

市民等に対して、広報紙、発行物等を利用して障がいに

ついての知識の普及を図るとともに、体験学習・研修・手

話講座等様々な研修会を関係機関と連携して実施し、障が

い福祉に対する理解を推進します。 

交流教育の推進 

保育所・幼稚園及び小・中学校の児童・生徒と障がいの

ある人たちとの交流の機会確保を促進することにより、障

がい者に対する理解の普及を図ります。 

また、発達段階や各学校の実態にあわせ、障がい者に対

する理解が深まるような機会を確保し、理解の普及を図り

ます。 

障がいのある人に関す

るマークの普及 

行政や民間団体等により設けられている、「身体障がい

者標識」「聴覚障がい者標識」「ほじょ犬マーク」「ヘルプマ

ーク」など各種の障がいのある人に関するマークや、車椅

子使用者駐車施設の適正な利用についての普及に努めま

す。 

地域住民との交流と相

互理解の促進 

障がいのある人が社会の一員として地域で役割を持つ

ことができるよう、障がいのある人が地域で活動できる機

会の提供に努めます。 
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（２）市民による福祉活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取り組み】 

障がいのある人が、地域の中で安心して生活していくためには、地域の人々との支

えあいが必要であり、日頃から地域の人々が障がいのある人と交流し、見守り、支援

していくことが大切です。 

こうした地域の交流は、障がいのある人をはじめ、高齢者や子どもを含めたすべて

の人々の地域への支えあいへと広げていく必要があります。地域の人々の理解、協力

のもとに、災害等があったときでも安全が確保できるよう、支えあいの地域づくりを

推進します。 

 

 

 

 

○ ボランティア活動や市民活動を行う団体への支援を一層充実していくとともに、

関係機関・団体との連携強化を促進します。 

 

 

  

現状と課題 

施策の方向性 

コラム ボランティア活動の推進に向けて 

障がい者関係団体・事業者への書面ヒアリング調査では、これから

の障がい福祉に必要なこととして、「障がいのある人が地域で生活す

るために必要な体制を整える」との意見があがっています。 

障がいのある人が地域で生活していくために、地域で支える担い手

であるボランティアによる支援が重要となっています。 
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事業名 事業内容 

ボランティア活動の推

進 

ボランティア活動に参加し、障がい者（児）と直接触れ

合うことは、障がい者（児）への理解を深め、障がい者（児）

に優しい福祉社会を築くうえで大きな役割を果たします。 

こうした視点に立ち、ボランティア活動に対する関心を

高めることによる積極的なボランティア活動への参加を

促進するほか、ボランティア団体の活動拠点であるボラン

ティアセンターを運営する社会福祉協議会と連携し、勉強

会や研修の開催によるボランティアの育成、ボランティア

に関する情報提供や相談の一元化・活動のコーディネー

ト、目の不自由な人との交流を促進するため朗読・点字ボ

ランティア活動を支援など、さまざまな活動を推進してい

きます。 

個人ボランティアに関

する情報の提供の充実 

個人ボランティアの活動を促進するため、ボランティア

情報の提供を強化するなど、関係機関と協議のうえ個人ボ

ランティア登録制度の導入を図ります。 

障がい福祉関係団体の

活動の推進 

当事者団体や家族団体、市民活動団体等について、広報

紙等を用いた周知を行うことや、各団体の相互交流への協

力、共同活動を検討すること等により、その自発的活動を

推進します。 

 

  

具体的事業 
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（３）障がい者の権利擁護の推進及び虐待の防止 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「成年後見制度の利用に対する考え」については、全体では「わからない」が54.5％

で最も高く、次いで「使いたくない」が16.3％、「今後使うことも考えている」が14.8％

等となっています。 

 

【成年後見制度の利用に対する考え】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 障がいのある人の権利を守るために 

障がい者虐待の防止、障がい者の養護者に対する支援等に関する法

律（以下「障がい者虐待防止法」という。）や障がい者差別解消法が施

行されましたが、障がいのある人への虐待や差別は、社会問題となっ

ています。 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査でも、「障がいのある人

に対するまわりの人の理解を深める」ことが求められており、障がい

のある人の権利の擁護体制の充実が求められています。 

回答者数 =

　 547 2.4 14.8 2.6 16.3 54.5 9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに使っている 今後使うことも考えている

一部なら使いたい 使いたくない

わからない 無回答
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【今後の取り組み】 

障がいのある人が住み慣れたまちで安全に暮らしていくためには、「権利擁護」の体

制がしっかりと確立されていることが欠かせません。「障がい者虐待防止法」、「障がい

者差別解消法」や「成年後見制度利用促進法」等さまざまな法律が整備され、障がい

のある人の権利を擁護する体制が整いつつあります。 

しかし、「成年後見制度の利用」について、「わからない」と回答した人の割合が５

割以上となっています。 

障がい者に対する権利擁護支援においては、長期にわたる意思決定支援や身上保護、

見守りが重要であり、利用者の障がい特性を理解し、継続的に支援することが求めら

れます。 

成年後見制度等の権利擁護に関わる制度を活用しながら、本人の意思をできる限り

尊重し、その能力を最大限生かして生活を送ることができるよう支援に努めます。 

 

 

 

 

○ 障がいのある当事者の自己決定を尊重する観点から、成年後見制度等の利用を

促進します。 

○ 近年社会的問題にもなっている障がい者虐待の防止及び早期発見のための体制

を整えます。 

 

 

 

事業名 事業内容 

障がい者虐待の防止 

障がいのある人が尊厳を保ち、安心して暮らしていける

よう、関係機関と連携したネットワークによる虐待防止体

制を築くとともに、被虐待者の一時避難先となる居室を確

保します。 

成年後見制度の利用の

促進 

障がい等のために判断能力が十分でない身寄りのない

障がい者の権利を保護・支援するために、成年後見制度の

利用を促進します。 

障がい者差別解消の推

進 

(1)障がい者差別解消支援地域協議会での協議を踏まえ、

広く市民、事業者に対して障がい者差別や合理的配慮

等の具体的な事例を紹介するなどにより、法の趣旨の

普及と障がいに関する理解の促進を図ります。 

(2)市役所の職員に対する周知・啓発を行い、不当な差別的

取扱いの禁止や合理的配慮の提供について職員の意識

向上に努めます。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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基本目標２ 自立を支援する基盤づくり 

（１）情報提供・相談体制の整備 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「困ったときの相談先」については、全体では「家族・親族」が63.1％で最も高く、

次いで「医師・看護師・ソーシャルワーカー」が21.4％、「友人・知人」が19.4％等

となっています。 

 

 

【困ったときの相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

回答者数 = 547 ％

家族・親族

医師・看護師・ソーシャルワー

カー

友人・知人

福祉サービス事業所の職員

市役所の職員

相談支援事業所

地域活動支援センター

職場の人

社会福祉協議会

保育所・幼稚園・学校

障害者相談員

民生委員・児童委員

中核地域生活支援センター

障害者相談センター

障害者団体・家族会

ボランティア団体

その他

特にない

無回答

63.1

21.4

19.4

13.2

10.1

5.7

3.3

3.1

2.9

2.7

2.2

1.8

1.8

1.3

1.1

0.4

1.5

11.9

9.3

0 20 40 60 80 100
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【今後の取り組み】 

障がいのある人が住み慣れた地域や家庭で自立して暮らしていこうとするとき、身

近に相談できる体制が整っていることが何より重要です。 

福祉に関するアンケート調査結果では、困った時の相談先として、「家族・親族」の

割合が高く、公的機関等への相談は低くなっています。また、どんな相談にも応じる

総合窓口が求められていることからも、個々の障がいのある人のニーズや実態に応じ

た適切な支援が行えるよう、相談機関の周知・場の充実や、支援につなげる連携体制

を強化し、相談体制を充実していくことが必要です。 

それぞれの障がいによって情報収集先が異なることに配慮し、情報発信においても

これら関係機関との連携が必要と考えられます。 

障がいのある人やその家族などが、住み慣れた地域で安心して暮らし、生活を豊か

で快適なものとするために、障がいのある人が、福祉サービスや生活に関する情報を、

必要なときに手軽に入手することができるよう情報提供に努めます。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人の相談内容については、複雑化し、専門性の高い対応が求めら

れる場合もあり、関係機関との連携を強化し、切れ目のない相談支援を行うとと

もに、質の向上を図ります。 

○ 障がいのある人が、相談機関や福祉サービス、生活に関する情報を必要なとき

に手軽に入手することができるよう、障がいの特性に応じた情報提供の充実を図

ります。 

 

  

施策の方向性 

コラム 情報提供の充実と相談体制が求められています 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査では、地域の課題とし

て、「障がい福祉の情報が行き渡っていない」という意見が出ていま

す。また、障がいのある人からの相談の内容も多岐にわたっています。 

障がいのある人が、いつでも何でも相談できる窓口の整備ととも

に、一人ひとりの障がいに合った支援を受けられるよう、情報提供の

充実を図っていく事が求められています。 
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事業名 事業内容 

「市の広報やお知らせ」

の充実 

市広報紙やホームページ、障がい福祉のしおり等で提供

している障がい者関係の情報の見直し・更新を行い、より

一層わかりやすい情報の提供に努めます。 

障がい者相談員の活用 
障がいのある人の更生援護の相談、必要な指導や援助を

行います。また、相談員について広報紙等で広く周知に努

めるとともに、新たな相談員の育成を推進します。 

情報提供体制の充実 
手帳の新規取得や再交付の際又は種々の相談を受けた

際に、一人ひとりの状況に対応したサービスの内容を説明

し、各種支援制度の周知の徹底に努めます。 

相談支援事業の充実 

指定相談支援事業者や中核地域生活支援センター、千葉

県発達障がい者支援センター等の相談支援を行う事業者・

関係機関と連携し、障がいのある人等からの相談に応じ、

必要な情報の提供・助言、その他の障がい福祉サービスの

利用支援等を行うとともに、障がい者（児）に対する情報

提供の充実を図ります。 

手話通訳者の設置 
聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者の相談を受ける

ため、手話通訳者を設置します。 

手話奉仕員養成講座の

開催 

聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者など、コミュニ

ケーション手段に不自由のある障がい者の支援のため、手

話奉仕員を養成するための講座を開講します。 

アウトリーチ体制の充

実 

医療行為や福祉サービス等の支援に繋がっていない又

は中断してしまった障がい者に対して訪問支援等を行う

「アウトリーチ」について、専門職を確保し、体制の充実

を図ります。 

基幹相談支援センター

の設置 

地域の相談支援の拠点として、総合的な相談業務、相談

支援事業所間の連絡調整、関係機関の連携の支援等の中核

的な役割を担う「基幹相談支援センター」の設置に向けた

検討を行います。 

 

  

具体的事業 
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（２）障がい福祉サービスの充実 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「将来の生活の希望」については、全体では「今のまま生活したい」が64.0％で最

も高く、次いで「家族と一緒に生活したい」が16.6％、「グループホーム等を利用し

たい」が10.2％等となっています。 

 

 

【将来の生活の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 必要なサービスを必要な時に受けられる体制づくり 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査から、障がいのある人

は、今以上に様々なサービスを利用したいと思っていることがうかが

えます。 

障がい福祉で必要なこととして、「一人ひとりの障がいに合った支

援を受けられるようにする」という意見も出ています。 

障がいのある人が、必要な時に、必要なサービスを受けることので

きる体制づくりが求められています。 

回答者数 =

　 547 64.0 10.2 16.6
4.4

2.7 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今のまま生活したい グループホーム等を利用したい

家族と一緒に生活したい 一般の住宅でひとり暮らしをしたい

その他 無回答
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【今後の取り組み】 

障がい者が地域で安心して生活するためには、必要に応じて在宅サービスが受けら

れる環境づくりが重要です。 

福祉に関するアンケート調査結果では、「将来の生活の希望」については、「今のま

ま生活したい」の割合が高くなっています。 

地域移行も踏まえて多様化するニーズに対応するため、相談体制の強化、各種在宅

サービスについて周知を図り、質・量ともに充実させていくことを目指します。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人が住み慣れた地域で暮らしていくためには、障がいのある人が

主体的に必要なサービスを選択できるよう、日常生活を支援するための福祉サー

ビスを障がい特性に合わせて総合的に提供します。 

 

 

 

事業名 事業内容 

利用しやすい提供体制

の確立 

障がい福祉サービスと介護保険サービスとの関連性を

重視し、介護保険制度との連携を図ります。障がい者やそ

の家族が安心して障がい者総合支援法に基づく新体系の

サービスを円滑に利用できるよう、定期的な情報収集を行

うとともに、市民、事業者と連携します。 

相談・指導の充実 

障がいのある人が、地域において安心して生活できるよ

う、中核地域生活支援センターや指定相談支援事業者等と

連携し、相談体制の強化に努めるとともに、障がい者（児）

とのコミュニケーションや情報提供の手段の確保を図り

ます。 

障がい福祉サービスの

推進 

障がいのある人が自立した生活を営み、社会参加が行え

るよう、障がいのある人のニーズを的確に把握し、必要な

障がい福祉サービスが適切に提供されるよう、提供体制の

推進に努めます。 

地域生活支援事業の推

進 

障がいのある人がその能力や適正に応じ、自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や

利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による地域生活支

援事業の推進に努めます。 

人材の育成 

各種の支援において基本となる人材を確保するため、経

験を活かして安定して働ける職場環境の実現に取り組む

とともに、学生等の若い世代に対し、福祉現場の魅力やや

りがいを伝えるための広報等を積極的に行います。また、

千葉県や近隣市町、社会福祉協議会と連携し、専門職の養

成・資質向上に必要な講座・実習等の開催及び参加を推進

します。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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（３）地域環境の整備 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「介助者・支援者の健康状態」については、全体では「健康である」が56.1％で最

も高く、次いで「高齢である（65歳以上）」が40.9％等となっており、介助者・支援

者の高齢化がうかがえます。 

 

 

【介助者・介護者の健康状態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 地域生活支援拠点等とは 

地域生活支援拠点等とは、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」

を見据えた、居住支援のための機能をもつ場所や体制のことです。 

居住支援のための主な機能は、相談、緊急時の受け入れ・対応、体

験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくりの５つを

柱としています。 

回答者数 = 394 ％

健康である

高齢である（65歳以上）

病気がちである

介助者・支援者にも障がいがあ

る

無回答

56.1

40.9

13.7

5.6

4.8
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【今後の取り組み】 

障がいのある人が、地域の中で安心して生活するためには、その生活の基盤である

地域社会の環境を整えていくことが求められています。 

中でも、住民同士の交流や健康づくりだけでなく、障がい者の生活を地域全体で支

えていくための、相談体制や緊急時に対応できる体制の構築などが望まれています。 

地域福祉を持続的に発展させていくために、地域生活支援拠点等の整備を検討して

いくことが必要です。 

 

 

 

 

 

○ 障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相

談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、地域の体制づくり）を、地域の

実情に応じた、障がい者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築して

いきます。 

 

 

 

 

 

事業名 事業内容 

地域の事業所間の連携

の強化 

事業所の参加できる協議体の活用や、職員間の交換研修

等を企画することにより、事業所間の交流を促進し、以て

地域福祉連携体制の構築・強化を推進します。 

各種計画づくりへ参画

する仕組みづくり 

身近な地域の中で、障がいのある人自身も地域住民の一

員として各種計画づくりに参画できるよう支援していき

ます。 

地域生活支援拠点等の

整備 

自立支援協議会等の場を活用しながら 、障がいのある

人のニーズや既存サービス提供施設の整備状況を検討し

た上で、市内の障がい者支援施設を中心として、グループ

ホーム等の居住支援機能やコーディネート、ショートステ

イ等の地域支援機能等、障がいのある人が住み慣れた 地

域で暮らし続けることができるよう、総合的な相談支援機

能を統合した地域生活支援拠点の整備を推進します。 

また、３市３町による面的整備についても検討していき

ます。 

 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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（４）保健・医療・療育体制の整備 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「医療機関で困っていること」については、全体では「家の近くに医療機関がない」

が15.0％で最も高く、次いで「障がいについての専門的医療機関がない」が12.4％、

「医療費の負担が大きい」が11.5％等となっています。 

 

 

【医療機関で困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 健康・治療について相談が多い 

障がい者関係団体・事業者への書面ヒアリング調査から、障がいの

ある人本人や家族から受ける相談として、「健康・治療のこと」という

意見があがっています。 

保健・医療等との連携を図り、健康づくりや治療について、気軽に

相談でき、支援することのできる体制が求められています。 

回答者数 = 547 ％

家の近くに医療機関がない

障がいについての専門的医療

機関がない

医療費の負担が大きい

通院等のための交通手段の確

保が困難

医師との意思疎通ができない

通院等に付き添いをしてくれる

人がいない

受診の手続など、障がい者へ

の配慮が不十分

その他

特に困ったことはない

無回答

15.0

12.4

11.5

10.2

9.7

5.5

4.4

3.7

42.8

10.8

0 20 40 60 80 100
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【今後の取り組み】 

障がいを軽減し、障がい者の自立を促進するためには、医療やリハビリテーション

が重要な役割を果たしており、身近な地域で治療や対応が行えることが重要となりま

す。 

福祉に関するアンケート調査結果では、「医療機関で困っていること」については、

「家の近くに医療機関がない」「障がいについての専門的医療機関がない」「医療費の

負担が大きい」などの割合が高くなっています。 

住み慣れた地域で安心して暮らすためには、いつでも適切な医療サービスを受けら

れる体制が必要です。今後、障がい者の高齢化・重度化がさらに進むとともに、医療

的ケアが必要な児童が増えることが予測されるため、地域生活支援拠点等の整備検討

とあわせて、保健・医療・療育等の関係機関の連携強化がを図ります。 

 

 

 

○ 身体障がいのある子ども、知的障がいのある子ども、発達障がいのある子ども

にとって、障がいの早期発見と早期療育が重要であり、健康診査等の機会を通じ、

適切な支援や療育につなげます。 

○ 身近な地域で専門性の高いリハビリや医療サービスが受けられるよう、量的・

質的な充実を図るとともに、各医療機関における連携の強化を図ります。 

 

 

 

事業名 事業内容 

保健・医療・福祉の連携 

障がい者福祉は、さまざまな分野が連携し、協力するこ

とが重要です。援護を必要とする障がい者、高齢者等、利

用者の立場に立った保健・医療・福祉三位一体の包括シス

テムの推進に努めます。 

母子保健事業の推進 

障がいの発生と予防、早期発見のため、妊産婦や乳幼児

に対する健康診査及び保健指導活動等の充実を関係機関

と連携のうえ、推進します。 

(1)妊婦健康診査の助成を継続し、定期的受診を勧奨しま

す。 

(2)乳幼児健診を維持し、必要に応じて医療機関での精密

検査や教室、個別指導につなげます。また、３歳児健康

診査において発達支援相談員による専門的な指導を実

施します。 

(3)妊産婦、新生児・乳児の家庭訪問や個別相談等を推進し

ます。 

「山武地区子育て支援

ファイルあおぞら」の

活用 

「山武地区子育て支援ファイルあおぞら」を活用して、

乳幼児期から成人期までのライフステージに対応した支

援を推進します。 

施策の方向性 

具体的事業 
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事業名 事業内容 

障がい児支援の提供体

制の整備等 

障がい児について情報提供や相談支援等によりその家

庭や家族を支援するとともに、在宅で生活する重症心身障

がい児について、短期入所や居宅介護、児童発達支援等の

在宅支援の充実を図ります。 

健康づくりの推進 
保健サービスを提供していくために保健・医療・福祉の

各窓口や担当者との連携を図り、市民の健康づくりを推進

します。 

成人保健事業の推進 

高齢化の進行に伴い、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病な

どの生活習慣病は、今後ますます増加するものと予測され

ます。このため、その疾病予防の取り組みとして、関係機

関と連携し、特定健康診査等の健康診査等の普及・啓発に

努めます。  

(1)健康ポイント事業を推進し、健診の受診や自身の健康

づくりの意識向上を図ります。 

(2)食生活改善協議会の協力を得ながら食生活の改善の普

及啓発活動を継続します。また、運動教室を継続しま

す。健康ポイント事業の周知や広報により、生活習慣病

予防に関する情報を提供します。 

(3)生活習慣病予防の出前講座や骨量測定後に栄養士によ

る指導を行います。 

医療サービスの充実 

(１)相談体制の強化 

障がいの早期発見及び早期療育のための相談体制の

強化を図ります。  

(２)リハビリテーション体制の強化 

疾病や事故等の後遺症により心身の機能が低下して

いる障がい者に対し、日常生活自立を促進・援助するた

め、リハビリテーションの充実を図り、障がい者に対し

て、関係機関と連携し、機能訓練の提供に努めます。 

(３)医療費助成制度の充実 

重度の障がい者（児）が必要な医療を受けられるよう、

医療費を助成し、経済的な負担の軽減を図ります。また、

こうした負担軽減策が周知され、必要な障がい者（児）

にもれなく提供されるよう情報の周知、啓発に努めま

す。  

(４)受診サポート手帳の活用 

知的障がい者（児）が医療機関との意思疎通を円滑に

図る際に利用されている「千葉県受診サポート手帳」に

ついて、関係機関と連携し普及に努めます。  

(５)心身障がい児者歯科巡回指導事業（ビーバー号事業）

の活用 

千葉県が施設や在宅の心身障がい者（児）の口腔保健

対策として実施している、巡回歯科診療車（ビーバー号）

による定期的な歯科検診や歯科保健指導、介護者への口

腔衛生思想及び技術の普及などを行う心身障がい児者

歯科巡回指導事業（ビーバー号事業）について、関係機

関と連携し、利用の促進に努めます。 
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基本目標３ いきいきと働き、参加できる社会づくり 

（１）就労と経済的自立の支援 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

18歳以上の方の「就業に必要なこと」については、全体では「障がいに応じた柔軟

な働き方の整備」が39.6％で最も多く、次いで「職場の障がい者理解の促進」が34.0％、

「障がい者向けの求人情報の提供」が31.1％等となっています。 

 

【就業に必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 障がいのある人が働きやすい就労環境づくり 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査では、障がいのある人が

働くためには、「障がいのある人に適した仕事が提供されること」「事

業主や職場の人たちが、障がい者雇用について十分理解しているこ

と」「職場へ通う手段（公共交通機関・送迎バス）や通勤費補助がある

こと」などの意見が上がっています。 

障がいのある人が自立した生活を送るためにも、就労環境の充実を

図っていくことが必要です。 

回答者数 = 512 ％

障がいに応じた柔軟な働き方の

整備

職場の障がい者理解の促進

障がい者向けの求人情報の提

供

就労に関する相談機関や支援

員

企業の障がい者雇用の促進

交通手段の整備

障がいに応じた職業訓練の場

職場環境の改善

仕事以外の生活面等の支援

その他

無回答

39.6

34.0

31.1

30.1

28.9

27.3

22.3

22.1

18.9

1.4

32.6
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【今後の取り組み】 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、就労が重要であり、働く意欲のあ

る障がい者がその能力や適性に応じて、より力を発揮できるよう取り組むことが必要

です。 

福祉に関するアンケート調査結果では、就業に必要なことについて、「障がいに応じ

た柔軟な働き方の整備」「職場の障がい者理解の促進」「障がい者向けの求人情報の提

供」などの割合が高くなっています。 

障がい者が就労することは、経済的自立や生きがいづくり、一人ひとりがもつ能力

を発揮し、地域に貢献することにつながります。 

障がい者の雇用促進の充実に向け、障がいや障がい者への理解や就労環境の改善促

進に努めます。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人が、社会の一員として就労の機会を得て、充実した社会生活を

送るため、一般就労や就労先への定着に向けた支援を実施します。 

○ 障がいのある人が障がいの特性や能力に応じて、多様な働き方ができるように、

就労継続支援施設等において、就労の場の確保を図ります。 

 

 

 

 

事業名 事業内容 

国・県との連携強化 
国・県の機関であるハローワーク・千葉障がい者職業セ

ンターや障がい者高等技術専門校との連携を強化します。 

障がい者雇用に対する

理解の促進 

当事者団体や就労系事業所、作業所等との情報の共有や

連携・協力を図りながら、企業等への啓発活動の展開に努

めます。 

障がい者就業・生活支

援センターとの連携強

化 

就業とそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障が

いのある人に対して、センター窓口、職場・家庭訪問等に

よって職業面と生活面の一体的な支援を行う障がい者就

業・生活支援センターとの連携を強化し、障がいのある方

の職業的自立の実現を図ります。 

就労環境の充実 

民間企業等の障がい者雇用促進を図るために、自立支援

協議会と連携を取りながら情報発信等の活動を行うこと

により、障がい理解を進め、雇用環境の改善について支援

します。 

優先調達の推進 

障がい者就労施設等が供給できる物品等の特性を踏ま

えつつ、障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進に

努め、需要を増進することで、障がい者就労施設等で就労

する障がい者の自立の促進を図ります。 

施策の方向性 

具体的事業 
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（２）スポーツ・文化活動の参加の推進 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「外出目的」については、全体では「買い物」が65.4％で最も高く、「趣味やスポ

ーツ」が15.2％となっています。 

 

 

【介助者・介護者の健康状態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 社会参加がしやすい環境が整いつつあります 

国における障がい者基本計画（第４次）では、2020東京パラリン

ピックを契機として、社会のバリア（社会的障壁）除去をより強力に

推進していくこととなっています。 

また、視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律が施行

されるなど、障がいのある人がスポーツや文化活動に参加しやすい環

境が整いつつあります。 

回答者数 = 547 ％

買い物

通院

通勤・通学・通所

散歩

趣味やスポーツ

グループ活動や会合

その他

65.4

59.6

30.2

21.4

15.2

9.3

7.1

0 20 40 60 80 100
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【今後の取り組み】 

平成30年６月に「障がい者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行され、

障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、文化

芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加への促進が示されました。 

スポーツ、レクリエーション、芸術文化活動等の事業を充実させ、障がいのある人

同士や障がいのある人とない人が、気軽に活動に参加し、交流できるような環境づく

りに取り組みます。 

 

 

 

 

○ 安全かつ有効に活用できる生涯学習活動の場の充実を図るとともに、スポーツ・

文化・レクリエーション活動を通して障がいのある人と地域とのふれあい、社会

参加や生きがいづくり活動を支援します。 

 

  

施策の方向性 
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事業名 事業内容 

文化活動への参加の促

進 

(1)施設の改善・整備 

障がい者（児）の文化活動への参加を促進するために、

既存の社会教育施設等について障がい者が利用しやす

いように施設の改善・整備を促進します。 

(2)各種事業の実施 

障がい者（児）や障がい者団体のニーズを踏まえなが

ら、障がい者（児）の日常的な余暇活動や文化・芸術・

生きがい活動等に関わる各種の事業を推進します。 

(3)指導者・ボランティアの養成 

障がい者が行う各種の文化・芸術・生きがい活動を支

援・指導できる指導者・ボランティアを養成する為に、

必要な研修を推進します。 

障がいスポーツの推進 

(1)施設の改善・整備 

障がい者（児）のスポーツの振興を図るために、障が

い者（児）の利用に配慮した施設の整備を関係課と連携

し推進します。また、既存の施設についても障がい者

（児）が利用しやすくなるように施設の改善を関係課と

連携し促進します。 

(2)スポーツ活動への支援 

障がい者（児）がスポーツに興味を持ち、気軽に参加

できるよう、スポーツ活動の周知を図るとともに障がい

者団体等が行うスポーツ活動を通じた仲間づくりを支

援します。 

(3)指導者・ボランティアの養成 

障がい者（児）が行うスポーツ活動を支援・振興する

ために、障がいを理解して適切な指導等ができる指導

者・ボランティアの養成を図ります。そのための研修等

を関係課や関係機関と連携し検討します。 

スポーツ活動・文化活

動に伴う施設利用の推

進 

スポーツ活動や文化活動を目的とした障がい者団体等

の市有料施設の減免制度の導入について推進します。 

スポーツ活動・文化活

動関連行事の支援 

障がい者関係団体等が主催するスポーツ活動・文化活動

関連行事を支援し、発表機会の確保と充実に努めます。 

 

  

具体的事業 
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（３）障がい者による自主的活動の促進 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「外出で困っていること」については、全体では「歩道が狭い・ない」が21.2％で

最も高く、次いで「道路や建物の段差」が19.2％、「公共交通機関が少ない」が17.7％

等となっています。 

 

【外出の際に困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 誰もが生活しやすいまちづくり 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査では、障がい福祉で必要

なこととして、「ガイドヘルパーの養成や福祉タクシー、リフト付タ

クシーなどの移動手段への支援対策を充実する」の意見があがってい

ます。 

障がいのある人だけでなく、すべての人が生活しやすい生活環境を

整備していくことが重要となっています。 

回答者数 = 547 ％

歩道が狭い・ない

道路や建物の段差

公共交通機関が少ない

障がい者用の駐車スペースが

少ない

バスや電車などの乗り降りが困

難

発作やパニックなどが心配

外出先の建物内の設備が利用

しにくい

介護者・支援者を確保すること

が困難・いない

道に迷ってしまう

点字ブロックや音声誘導装置な

どが不十分

その他

特に困っていることはない

無回答

21.2

19.2

17.7

14.4

14.4

8.8

6.4

5.7

4.6

1.5

6.6

28.9

11.5

0 20 40 60 80 100
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【今後の取り組み】 

障がいのある人の視点に立って施策が立案され、実施されるために、障がいのある

人やその家族の意見・要望を反映していけるようなしくみを構築することが求められ

ています。 

福祉に関するアンケート調査結果では、将来必要な介助・支援については、「外出」

の割合が高くなっています。また、外出で困っていることについては、「歩道が狭い・

ない」、「道路や建物の段差」などの割合が高くなっています。 

障がいのある人を含む、すべての人にやさしく安全なまちづくりに向けて、既存施

設のバリアフリー化や、生活道路や歩道の整備に努めることが必要であり、すべての

人が暮らしやすい生活環境を整備していくことが重要です。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人が安心して生活できるよう、建築物、公共交通機関等のバリア

フリー化を推進するとともに、ユニバーサルデザインの考え方に基づき障がい者

に配慮したまちづくりを推進します。 

○ 外出の際の移動などの支援により、社会活動に参加しやすい環境づくりに努め

ます。 

 

 

 

事業名 事業内容 

ユニバーサルデザイン

の推進 

障がいの有無、年齢、性別等にかかわらず多様な人々が

利用しやすいようあらかじめ、都市や生活環境をデザイン

するという“ユニバーサルデザイン”の考え方の普及促進

を図ります。 

千葉県福祉のまちづく

り条例の普及促進 

千葉県福祉のまちづくり条例に基づく福祉的配慮が、公

共施設はもとより民間建築物を含め全市的に実行される

よう、周知徹底と理解の促進に努めます。 

道路環境・交通安全施

設等の整備 

障がい者が安全かつ快適に利用できるよう、バリアフリ

ー化等、快適な歩行空間への配慮を行いながら、地域の実

情に応じた道路環境整備に努めていきます。また、交通安

全の促進をはかるため、施設等の整備を県警等に対し要望

していきます。 

やさしいまちづくりの

推進 

障がい者（児）や高齢者が安全に安心して自立した社会

的生活を送れるように、行政と市民及び企業等が一体とな

って「やさしいまちづくり」を推進する必要があります。

そのために、建物や公園等が、障がい者（児）に利用しや

すくなっているか、障がい者（児）を含む市民と行政とが

一体となって福祉マップの作成を行います。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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事業名 事業内容 

移動ニーズに対する支

援 

障がい者（児）等が安心して外出・社会参加できるよう

に、障がい者（児）に易しい移動手段の確保を促進します。 

(1)障がい者（児）に配慮したタクシーの確保と活動 

タクシー会社に対して、障がい者（児）の利用に関す

る運転手研修等の支援を行うとともに、改造車輌の導入

を要請し、障がい者（児）に配慮したタクシーの充実を

図ります。 

(2)ガイドヘルパーの確保と活動 

視覚障がい者（児）の外出を支援するガイドヘルパー

の確保と活用を図ります。そのために、ホームヘルパー

の養成研修の推進を図ります。 

(3)スロープ付き自動車の導入 

障がい者（児）の移動手段の充実を図るために、スロ

ープ付き自動車の貸し出しを継続して実施します。 

(4)自動車による外出支援 

自動車による外出を支援するため、運転免許の取得や

自動車の改造への補助等の充実と利用促進を図ります。

また、福祉タクシー助成制度について継続して実施しま

す。 

(5)移動支援事業等 

障がい福祉サービスによる行動援護及び地域生活支

援事業による移動支援を実施し、障がい者（児）の外出

を支援します。 

(6)公共交通機関の充実 

コミュニティバス等の市公共交通機関について、本数

の増加やルートの拡張を検討するとともに、障がい者の

利用料金の減免を併せて実施します。 

(7)特定目的のための移動に対する補助 

求職活動や通所に必要な交通費など、障がい者の一定

の自発的・自立的活動について、必要不可欠な費用の一

部を助成することを検討します。 

経済的支援制度の周知 

障がい者や保護者・養育者の経済的・精神的負担を軽減

するため、所得保障となる年金・手当制度、税金や公共料

金の減免について、各種相談事業やパンフレット等を通

じ、周知徹底に努めます。 

グループホーム等入居

者家賃助成 

グループホーム及び生活ホーム等に入居されている障

がいのある人の生活安定を図るために家賃を助成します。 
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基本目標４ 地域で育む支援体制づくり 

（１）防災・防犯の支援体制の充実 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

「災害時に困ること」については、全体では「迅速に移動ができない」が47.2％で

最も高く、次いで「避難所の設備や生活環境に不安がある」が47.0％、「日常的に必

要な投薬や治療が受けられない」が26.5％等となっています。 

 

【災害のときに困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム 安心・安全な生活のための防災・防犯対策 

障がい者関係団体への書面ヒアリング調査において、地域の課題と

して「障がいのある人の災害時に対する対策がとられていない」の意

見が上がっています。また、これからの市の障がい福祉で必要なこと

として、「消費者トラブルの防止や被害からの救済支援」が求められ

ています。 

障がいのある人が地域で安心、安全に生活できるよう、防災・防犯

対策を充実していく事が重要となります。 

回答者数 = 547 ％

迅速に移動ができない

避難所の設備や生活環境に不

安がある

日常的に必要な投薬や治療が

受けられない

避難所で必要な相談・介護、看

護等を受けられない

周囲の人に必要な支援内容を

伝えられない

パニックやコミュニケーション障

がいが不安

その他

特にない

無回答

47.2

47.0

26.5

17.2

17.0

16.5

8.8

13.5

6.9

0 20 40 60 80 100
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【今後の取り組み】 

災害時に障がいのある人など支援を必要とする方に対する対策の推進が、我が国全

体で大きな課題となっています。 

福祉に関するアンケート調査結果では、災害時の避難について自分で避難ができな

い人の割合が41.0％となっており、災害時に助けてくれる人がいない人の割合が

17.4％、災害発生時の避難場所を知らない人が27.8％となっています。 

また、災害時に困ることとして、「迅速に移動ができない」「避難所の設備や生活環

境に不安がある」などの意見が上がっています。 

今後、福祉避難拠点の整備や地域住民が主体となった避難所ごとの管理運営体制を

構築し、災害発生時の迅速かつ適切な情報提供、避難支援体制の強化、避難生活にお

ける安全・安心の確保等に向け、地域全体での取組みを進めていきます。 

 

 

 

 

○ 障がいのある人が地域で安心、安全に生活できるよう、防災訓練の実施や障が

いのある人に対する適切な避難支援やその後の安否確認を行える体制整備をはじ

めとした防災対策を充実します。 

○ 防犯知識の普及に努めるとともに、地域住民や関係機関との連携により、防犯

ネットワークの確立を図ります。 

 

 

 

 

事業名 事業内容 

防災体制の確立 

(1)防災知識の普及、防災訓練の充実 

障がい者やその家族に対してパンフレットやチラシ

などを配布し、災害に対する基礎知識の普及に努めるほ

か、地域の防災訓練等への積極的な参加を呼びかけ、避

難場所等への円滑な避難の確保に努めます。 

また、防災訓練の参加者へアンケート調査を実施し、

防災対策のあり方について継続的に見直しを行います。 

(2)障がい者等へ配慮した避難所の確保 

障がい者が安心して避難所生活が過ごせるよう、災害

の規模や職員等の配備体制を考慮したうえで、優先的に

開設する避難所に必要に応じて福祉避難所を併設しま

す。 

また、避難行動要支援者が必要とする支援を提供する

ため、近隣の民間社会福祉施設等と災害時の応援協定を

締結するなど、福祉避難所の充実に努めます。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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事業名 事業内容 

防災体制の確立 

(3)緊急通報システムの確立 

障がい者が緊急時に速やかに連絡できるよう、消防署

との連携により緊急通報システムの確立を図ります。ま

た、緊急時の安否確認については、身体障がい者手帳交

付状況台帳、身体障がい者更生指導台帳、療育手帳交付

台帳等を基に行うとともに避難等の支援体制作りにつ

いて関係各課と連携し進めます。 

(4)避難支援等関係者の育成 

障がい者を含む避難行動要支援者の避難支援や安否

確認の実施に不可欠である、地域の幅広い協力を得るた

め、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指

針」を参考に、関係各課等が連携して「災害時要援護者

避難支援プラン（全体計画）」の見直しを行い、避難支援

等関係者の育成や支援体制の確立に努めます。 

(5)防災ボランティアの育成 

地域全体で防災体制を確立するために、防災体験講座

等を開催し、緊急時に対応できる福祉救援ボランティア

の育成とボランティアセンターの充実を社会福祉協議

会や関係機関と連携し図ります。 

(6)他自治体好事例の導入検討 

先進自治体の施策を参考に、平常時の交流を活かした

防災対策等の導入について積極的な推進を図ります。 

防犯対策の充実 

 地域の防犯力の向上を目指し、防犯組合や自主防災組織

と連携し、合同パトロールや市の行事を通じて、市民の防

犯意識の高揚を図ります。 

 障がい者をはじめ、市民の生活の安全確保に向けて社会

福祉協議会、地域等と連携した見守り活動や、市の防災行

政無線での啓発活動を促進するとともに、防犯灯などの整

備にも努めます。 

日常生活自立支援体制

の確立 

(1)日常生活自立支援システムの確立 

認知症高齢者をはじめ知的障がい者、精神障がい者等

の判断能力が 十分でない人が各種手続きの代行や財産

管理等を適切に行えるように「日常生活自立支援事業」

に基づき、障がい者（児）等の権利を擁護するための支

援を推進します。 

(2)メール119番やメール110番等の活用周知 

聴覚障がい者や言語障がい者が、携帯電話やインター

ネット端末を利用して救急や消防車を要請できる「メー

ル119番」や、事件や事故を通報できる「メール110番」

のほか、FAXを利用した「FAX119番」や「FAX110

番」の利用について周知します。 

また、メール配信希望者（登録者）に対する一般行政

情報、災害情報及び防犯情報等の配信に加え、全国瞬時

警報システムと連動した緊急速報メールの自動配信環

境等を整備し、その活用について周知します。 

(３)net119の活用周知 

ちば消防共同指令センターによる、聴覚または音声・

言語機能等に障がいがあり、音声による119番通報が困

難な方に対する、「Net119緊急通報システム」の周知活

用を促進します。 
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（２）保育・教育環境の充実と発達障がい児等支援 

 

 

【福祉に関するアンケート調査結果】 

18歳未満の方の「通園・通学で困っていること」については、全体では「卒業・進

路についての情報不足」が50.0％と最も高く、次いで「周囲の子どもとの関係」が

46.4％、「通園・通学の送迎」が35.7％等となっています。 

 

【通園・通学で困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

コラム ニーズに応じた教育や指導に向けて 

障がい者関係団体・事業者への書面ヒアリング調査において、地域

の課題として「教育の機会が等しく与えられていない」の意見があが

っています。 

また、障がいのある人本人や家族からは「就学・進学のこと」につ

いて相談を受けているという意見があります。 

障がいのある子どもや発達に支援が必要な子どもへの教育的ニー

ズに応じた適切な指導を行っていくことが求められています。 

回答者数 = 28 ％

卒業・進路についての情報不足

周囲の子どもとの関係

通園・通学の送迎

園や学校の人的支援の不足

他の父母との関係

経済的負担

教職員の指導方法

放課後の過ごし方

園や学校の設備面の不備

その他

特にない

無回答

50.0

46.4

35.7

25.0

21.4

17.9

10.7

10.7

7.1

0.0

10.7

3.6

0 20 40 60 80 100



 

 

45 

 

【今後の取り組み】 

近年、特別支援教育の対象となる子どもたちが増加する中で、「インクルーシブ教育

システム」の構築、発達障がい者支援法の一部改正（平成28年８月１日施行）、児童

福祉法の一部改正（平成28年６月３日施行）等が行われました。 

福祉に関するアンケート調査結果では、通園・通学で困っていることとして、「卒業・

進路についての情報不足」「周囲の子どもとの関係」「通園・通学の送迎」など様々な

意見が上がっています。 

障がいの状況や教育的ニーズに応じた適切な指導を提供できるようにするため、通

常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校という多様な学びの場のそ

れぞれの充実を図っていく必要があります。 

子どもたちが希望を持って生涯を過ごすことができるよう、就学前から卒業後にわ

たる切れ目ない教育指導や、進路選択における相談支援を行える体制を整えることが

重要です。 

 

 

 

○ 障がいのある乳幼児や発達に支援が必要な乳幼児の生きる力を最大限に伸ばし、

充実した日常生活や社会生活を送ることができるよう、関係機関の連携を図ると

ともに、障がいの理解や障がい児保育に関する研修等により、連続性のある保育、

教育を推進します。 

○ 障がいのある児童や発達に支援が必要な児童の乳幼児期から就園・就学、就労

までのライフステージに応じた切れ目のない支援を行うため、関係機関が連携し

て、発達・成長段階に応じた支援や訪問相談等の専門的な相談体制を充実してい

きます。 

 

 

事業名 事業内容 

障がい児保育の充実 

(1)保育所・学童保育 

障がい児保育を促進するため、障がい児保育に関する

研修への参加を関係機関と連携し、推進するとともに、

障がい児も利用しやすいように施設の改善を図るなど、

受け入れ体制の充実を図ります。 

(２)障がい児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサー

ビスなど） 

障がい児の放課後や日中の居場所を確保するため、市

内事業所の整備や近隣地域施設の整備の推進し、利用体

制の充実を図ります。 

  

施策の方向性 

具体的事業 
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事業名 事業内容 

教育相談体制の充実 

１）就学相談の充実 

(1)相談・支援の充実 

小学校への入学及び進級にあたって、障がい児に最も

適した教育を保護者が選択できるように、保護者に対す

る就学相談や支援を関係機関と連携し充実します。 

校内における障がい児の状況の変化に応じて、特別支

援教育コーディネーターや支援員等の配置を行います。 

(2)情報提供の充実 

母子保健事業・児童発達支援事業・保育所・幼稚園等

との連携を図り、障がい児教育等に関わる情報提供の充

実を図ります。 

２）教育相談体制の充実 

(1)教職員への就学指導の研修 

障がい児だけでなく、障がいと認定される境界にあ

る、もしくは障がいではないが生育に困難を抱える児童

も含めた就学指導を充実させるために、関係機関と連携

し、教職員に対する研修への参加を推進します。 

(2)校内就学相談体制の充実 

障がいの程度に応じた適切な教育を行うことができ

るように、特別支援学級担当者の専門性の向上図るなか

で、関係機関とも連携しながら、校内就学相談体制の充

実を図ります。 

障がい児教育の充実 

(1)特別支援教育の充実 

特別支援教育を行うために関係機関と連携し必要な

教育の充実を図ります。 

(2)教職員の研修の充実 

小中学校における障がい児教育の充実を図るために、

特別支援教育担当者の研修への参加を関係機関と連携

し、推進します。 

また、教職員の障がい者及び障がい者施策への理解を

深めるために、教職員研修等への参加を関係機関と連携

し、推進します。 

障がいのある子どもと

ない子どもとの交流の

促進 

(1)児童生徒との交流の推進 

障がい児の障がいの状況を踏まえながら、通常学級に

通う児童生徒と障がい児との交流を推進します。 

(2)地域社会との交流の推進 

障がい児を含む児童生徒と地域社会との交流を推進

します。そのため、さまざまな能力を有している地域の

人材の活用を推進します。 
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第 章    第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画 

 

 

１ 第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画におけ
る目標の進捗状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

■ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

地域生活移行者数 

（令和2年度末目標値） 
1人 ４人 

在宅（グループホーム含む）等に移行した

人数 

令和2年度末時点の入所者数 

（見込み） 
45人 37 人 

平成28年度実績 46人 

平成28年度からの増減 △9人 

※実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

保健・医療・福祉関係者による

協議の場の設置 
設置 設置 

平成30年度に「山武圏域精神障がいにも

対応した地域包括ケアシステム構築会議」

を山武圏域で設置済です。事務局は「地域

生活支援センターゆりの木」に設置。 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

地域生活支援拠点等の整備 協議・検討 
協議・ 

検討中 

山武圏域3市3町において、基幹相談支援

センター設置を目指した協議と併せて、広

域での整備を検討中。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 
 

①福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

令和2年度の一般就労移行者数 2 人 1 人 平成28年度実績 1人 

※実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

②就労移行支援事業の利用者数 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

令和2年度の就労移行支援事業の利

用者数 
44人 20人 平成28年度実績 36人 

就労移行支援率3割以上以上である

就労移行支援事業所数 
2か所 1か所 平成28年度実績 0カ所 

令和元年度末時点の就労定着支援事

業開始1年後の職場定着率 
80％ 0％ 

平成30年度から開始されたサービスで

あるため、令和元年度から対象とす

る。  

令和2年度末時点の就労定着支援事

業開始1年後の職場定着率 
80％ 100％  

※実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 

項目 目標値 
実績値 

（見込み） 
備考 

児童発達支援センターの整備 設置 未設置 

「山武圏域自立支援協議会」による広

域での情報共有を図りつつ、社会福祉

法人等における民間活力での設置を推

進します。 

重症心身障がい児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

確保 なし 

「山武圏域自立支援協議会」による広

域での情報共有を図りつつ、社会福祉

法人等における民間活力での設置を推

進します。 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場の設置 
設置 設置 

「山武圏域自立支援協議会」の障がい

児部会を関係機関の協議の場として位

置付け。 

※実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 
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２ 計画の基本方針 

国が示した基本指針に添って、次に掲げる点に配慮します。 

「障がいのある人の自己決定と自己選択の尊重」 

ノーマライゼーションの理念の下、障がいの種別や程度に関わらず、障がいのある

人が自ら居住場所や受ける障がい福祉サービス・支援を選択・決定し、自立と社会参

加の実現を図っていける環境整備を進めます。 

 

「地域生活移行や就労支援等の課題への対応」 

障がいのある人の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援等の課題に対

応したサービス提供体制を充実するとともに、障がいのある人の生活を地域全体で支

えるシステムを実現するため、地域の社会資源を最大限に活用し、地域におけるサー

ビス提供体制の拠点づくりを進めます。 

 

「地域共生社会の実現に向けた取組への対応」 

法律や制度に基づかない支援を通じた、地域住民が主体的な地域づくりに取り組む

ための仕組みづくりを進めるとともに、制度の縦割りを越えた柔軟なサービスの確保

等に向けた体制づくりを進めます。 

 

「地域の実情に応じた障がい福祉サービス等の対応」 

障がい等により判断能力が不十分で、自らの意思を伝えることが難しい人や、地域

生活への移行等が困難な人へのサービス提供体制を充実するとともに、障がいのある

人やその家族が安心して地域で生活できる体制づくりを進めます。 

 

「障がい児の健やかな育成のための発達支援」 

障がい児支援を行うに当たって、障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障が

い児の健やかな育成を支援するため、障がい児及びその家族に対し、障がいの疑いが

ある段階から身近な施設で支援できるように、障がい種別にかかわらず、質の高い専

門的な発達支援を行う障がい児通所支援等の充実を図るとともに、地域支援体制の構

築を図ります。 

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、

教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体

制の構築を図ります。  
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「障がい福祉人材の確保」 

障がい者の重度化・高齢化が進む中、安定的な障がい福祉サービスや障がい福祉に

関する事業を実施していくために、提供体制の確保とそれに併せてそれを担う人材を

確保するために専門性を高めるための研修の実施や、他職種間の連携等の体制づくり

を進めます。 

 

「障がいのある人の社会参加の支援」 

ノーマライゼーションの理念の下、障がいの種別や程度に関わらず、障がいのある

人が多様なスポーツ、読書等の文化活動を楽しむことができる環境整備を進めます。 
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３ 第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画における 
数値目標設定について【成果目標】 

「第６期障がい福祉計画」及び「第２期障がい児福祉計画」の数値目標について、

国の基本指針を踏まえるとともに、本市における過去の実績と地域の実情を考慮し、

令和５年度を目標年度として設定します。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

目 標 値 設定の考え方 

令和 5 年度末の 

施設入所者数 
36 人 

●国指針：令和元年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上削減 

・令和元年度末時点の施設入所者数 37 人 

令和 5 年度末までの 

地域生活移行者数  
3 人 

●国指針：令和元年度末の施設入所者数の 6％以上が地域生活に

移行 

 

〇目標達成のための方策 

障がいのある方が、施設での生活を選択される背景には、障がいの重度化、介護

者の高齢化、家庭環境等の様々な理由があります。地域移行を促進するためには、

丁寧な相談支援により入所者・家族の心身状況や居住の場に関する意向を把握する

とともに、地域で生活するという選択肢を提示できるよう、引き続き安心して生活

できる居住の場や日中活動の場の確保、地域の支援体制の確保、地域や福祉関係者

との連携強化を図ってまいります。 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築   

目 標 値 設定の考え方 

精神病床から退院後 1 年以

内の地域における平均生活

日数 

316 日 
【国指針：精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域

における平均生活日数の上昇：316 日以上とすることを基本】 

精神病床における 1 年以上

長期入院患者数 

千葉県で 

算出中 

【国指針：令和 5 年度末の全国の目標値は平成 30 年度と比べ

て 6.6～4.9 万人減少】 

精神病床における退院率の

上昇 

3 か月時点 

69％ 

6 か月時点 

86％ 

12 か月時点 

92％ 

【国指針：3 か月時点 69％以上、6 か月時点 86％以上、12

か月時点 92％以上とすることを基本】 

 

  



 

 

52 

 

〇目標達成のための方策 

平成30年度に「山武圏域精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築会議」

を山武圏域で設置済みです。引き続き円滑なシステム構築が図れるよう山武圏域3

市3町で連携を図っていきます。 

 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実  

目 標 値 設定の考え方 

令和 5 年度末までに 

地域生活支援拠点を 1 か所設置 ●国指針：令和 5 年度末までの間、各市町村又は各圏域に 1 つ

以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実の

ため、年 1 回以上運用状況を検証、検討することを基本 地域生活支援拠点等の運用状況につい

て、年 1 回以上検証・検討 

 

〇目標達成のための方策 

山武圏域3市3町において、基幹相談支援センターの共同設置の検討を行っており、

地域生活支援拠点についても、設置形態や体制等を含めて、引き続き検討を進めて

まいります。 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等  

目 標 値 設定の考え方 

令和 5 年度における 

一般就労移行者数 
1 人 

●国指針：令和元年度実績の 1.27 倍以上 

・令和元年度実績 1 人 

※本市では、地域の実情に応じた数値にて設定。 

令和 5 年度における 

一般就労移行者数 

（就労移行支援） 

1 人 

●国指針：令和元年度実績の 1.30 倍以上 

・令和元年度実績 1 人 

※本市では、地域の実情に応じた数値にて設定。 

令和 5 年度における 

一般就労移行者数 

（就労継続支援 A 型）  

0 人 
●国指針：令和元年度実績の 1.26 倍以上 

・令和元年度実績 0 人 

令和 5 年度における 

一般就労移行者数 

（就労継続支援 B 型） 

0 人 
●国指針：令和元年度実績の 1.23 倍以上 

・令和元年度実績 0 人 

令和 5 年度における 

就労定着支援事業の利用割

合 

7 割 ●国指針：7 割が就労定着支援事業を利用することを基本 

令和 5 年度における 

就労定着率 8 割以上の事業

所の割合  

7 割 
●国指針：就労定着率が 8 割以上の事業所を全体の７割以上と

することを基本 
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〇目標達成のための方策 

障がいのある方等の自立支援の観点から、一般就労への移行に対応したサービス

提供体制を整え、障がいのある方等の生活を支えるシステムを実現するため、地域

の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備に努めます。 

 

 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等  

目 標 値 設定の考え方 

令和 5 年度末までに 

児童発達支援センターの設置  
1 か所 

●国指針：令和 5 年度末までに、児童発達支援セ

ンターを各市町村又は各圏域に少なくとも１か

所以上設置することを基本 

令和 5 年度末までに 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築  
構築 

●国指針：令和 5 年度末までに、すべての市町村

において保育所等訪問支援を利用できる体制の

構築を基本 

令和 5 年度末までに 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援

事業所の確保  

1 か所 
●国指針：令和 5 年度末までに、各市町村又は圏

域に少なくとも 1 か所以上確保することを基本 

令和 5 年度末までに 

重症心身障がい児を支援する放課後等デイ

サービス事業所の確保 

1 か所 
●国指針：令和 5 年度末までに、各市町村又は圏

域に少なくとも 1 か所以上確保することを基本 

令和 5 年度末までに 

医療的ケア児支援のための協議の場の設置 
設置 

●国指針：令和 5 年度末までに、各都道府県、各

圏域及び各市町村において、保健、医療、障が

い福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図

るための協議の場を設けることを基本 

令和 5 年度末までに 

医療的ケア児等に関するコーディネーター

の配置 

配置 

●国指針：令和 5 年度末までに、各都道府県、各

圏域及び各市町村において、医療的ケア児等に

関するコーディネーターの配置を基本 

 

〇目標達成のための方策 

市内や近隣市町村のサービス提供事業者と連携を図りながら、障がい児とその保

護者（家族）のニーズに応じた見込量の確保に努めます。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等   

目 標 値 設定の考え方 

相談支援体制の充実・強化

等に向けた取組の実施体制

を確保 

確保 
●国指針：令和 5 年度末までに、市町村又は圏域において、相

談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確保 

 

〇目標達成のための方策 

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障がい福祉サービスの

利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のための関

係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

 

 

（７）障がい福祉サービス等の質の向上   

目 標 値 設定の考え方 

障がい福祉サービス等の質

の向上を図るための取組み

に係る体制の構築 

構築 

●国指針：令和 5 年度末までに、都道府県や市町村において、

障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組みに係る

体制を構築 
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４ 障がい福祉サービスの見込量【活動指標】 

（１）訪問系サービス 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

居宅介護 
居宅において、障がい者等に、入浴等の介護や調理等の家事の援助

等を行います。 

重度訪問介護 

居宅において、重度の肢体不自由者や重度の知的障がい、精神障が

いにより、行動上著しい困難を有する障がい者に対し、入浴等の介護

や調理等の家事の援助等のほか、外出時における移動中の介護を総合

的に行います。 

同行援護 
重度の視覚障がい者等に、外出時に同行し、移動に必要な情報の提

供や移動に必要な支援を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより、行動上著しい困難を有する障が

い者等に、居宅内や外出時における危険を回避するために必要な支援

を行います。 

重度障がい者等包
括支援 

寝たきり状態等の常時介護を要する障がい者等に、居宅介護等の複

数のサービスを組み合わせて包括的な支援を行います。 

 

② 必要な見込量 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

居宅介護 

時間/月 876 898 845 921 944 967 

実人/月 56 60 53 64 69 74 

重度訪問介護 

時間/月 1,038 590 575 575 575 575 

実人/月 4 3 2 2 2 2 

同行援護 

時間/月 95 117 36 36 36 36 

実人/月 4 4 2 2 2 2 

  



 

 

56 

 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

行動援護 

時間/月 3 4 0 4 4 4 

実人/月 1 1 0 1 1 1 

重度障がい者等包
括支援 

時間/月 0 0 0 0 0 0 

実人/月 0 0 0 0 0 0 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

② 見込量確保の方策 

福祉施設入所者の地域生活への移行が進むなかで、訪問系サービスは更なる需要

の増加が見込まれます。 

今後も現在ある事業所で継続して事業を展開してもらうことで、サービス提供体

制の確保を図るとともに、新規事業者の参入を促します。 
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（２）日中活動系サービス 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

生活介護 

常に介護を必要とする障がい者に、昼間において、入浴、排せつ、

食事等の介護を行うとともに、創作活動又は生産活動の機会を提供し

ます。 

自立訓練 
(機能訓練） 

身体障がい者に、自立した日常生活又は社会生活ができるよう、理

学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する

相談及び助言その他の必要な支援を行います。 

自立訓練 
(生活訓練） 

知的障がい者又は精神障がい者に、自立した日常生活又は社会生活

ができるよう、入浴、排せつ、食事等に関する自立した日常生活を営

むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な

支援を行います。 

就労移行支援 
一般就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 
(Ａ型） 

企業等に就労することが困難な障がい者に、雇用契約に基づき、生

産活動その他の活動の機会の提供、就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練、その他の必要な支援を行います。 

就労継続支援 
(Ｂ型） 

企業等に就労することが困難な障がい者に、生産活動その他の活動

の機会の提供、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練、その他の必要な支援を行います。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者に、一定

期間、本人との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業

や関係機関等との連絡調整等の支援を行います。 

療養介護 
医療と常時の介護を必要とする障がい者に、医療機関において、機

能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

短期入所 
（ショートステイ） 

居宅において、その介護を行う者の疾病その他の理由により、障が

い者支援施設、児童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい

者等に、施設で短期間、入浴、排せつ及び食事その他の必要な支援を

行います。 

 

② 必要な見込量 

サービス名 単位 
実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

生活介護 

延人日/月 1,667 1,735 1,791 1,856 1,924 1,995 

実人/月 92 101 100 104 109 113 

自立訓練 
(機能訓練） 

延人日/月 22 17 9 13 10 8 

実人/月 2 2 2 2 2 2 
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サービス名 単位 
実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自立訓練 
(生活訓練） 

延人日/月 160 102 107 112 118 124 

実人/月 13 5 5 5 5 5 

就労移行支援 

延人日/月 178 224 304 282 355 446 

実人/月 13 15 17 17 20 23 

就労継続支援 
(Ａ型） 

延人日/月 206 167 198 194 190 187 

実人/月 13 10 11 10 9 9 

就労継続支援 
(Ｂ型） 

延人日/月 1,534 1,502 1,531 1,530 1,530 1,530 

実人/月 89 89 89 89 89 89 

就労定着支援 実人/月 2 1 2 2 2 2 

療養介護 実人/月 4 4 4 4 4 4 

短期入所 

（ショートステイ） 

延人日/月 373 340 317 317 317 317 

実人/月 25 24 16 24 24 24 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

③ 見込量確保の方策 

福祉施設入所者の地域生活への移行が進むなかで、移行後の居場所として日中活

動の更なる充実が必要です。 

今後も日中活動系サービス事業所、相談支援事業所等と連絡を密にし、通所希望

に対応していきます。 

また、就労支援については、就労支援事業所や関係機関、団体等と連携し、利用

者が希望する就労の実現を目指します。 
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（３）居住系サービス 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を

希望する障がい者に、一定の期間に渡り、定期的な巡回訪問や随時の

対応により、円滑な地域生活に向けた相談、助言等を行います。 

共同生活援助 
単身での生活が困難な障がい者に、共同生活を営むべき住居におい

て、主として夜間に、相談その他の日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 

施設に入所する障がい者に、主として夜間において、入浴、排せつ、

食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な日常生

活上の支援を行います。 

 

② 必要な見込量 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自立生活援助 実人/月 0 0 0 0 0 0 

共同生活援助 実人/月 42 49 57 67 77 87 

施設入所支援 実人/月 42 39 37 36 35 34 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

③ 見込量確保の方策 

グループホームは、障がいのある方が地域で自立した生活を送るための重要な役

割を担う社会資源であることから、見込量の確保のため、市内や近隣市町村のサー

ビス提供事業者と連携を図ります。 

また、福祉施設入所者の地域生活への移行に当たっては、高齢化や障がいの重度

化等の個別の状況を踏まえ、調整を図ります。 
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（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

計画相談支援 

障がい者等の自立した生活を支え、抱える課題や適切なサービス利

用に向けて、サービス等利用計画案を作成し、サービスの利用開始後

には定期的に、サービス等利用計画の見直し（モニタリング）を行い

ます。 

地域移行支援 

入所施設等に入所している障がい者に対して、住居の確保その他の

地域における生活に移行するための活動に関する相談、地域移行のた

めの障がい福祉サービス事業所等への同行支援等を行います。 

地域定着支援 

居宅において、単身等で生活する障がい者に、常時の連絡体制を確

保し、障がいの状況に起因して生じた緊急の事態等に緊急訪問や緊急

対応等の各種支援を行います。 

 

② 必要な見込量 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

計画相談支援 実人/月 78 86 77 77 77 77 

地域移行支援 実人/月 1 1 0 1 1 1 

地域定着支援 実人/月 6 6 5 5 5 5 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

③ 見込量確保の方策 

指定特定相談支援事業者やサービス提供事業者と連携し、相談支援体制の拡充を

図ります。 
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（５）障がい児福祉サービス 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

児童発達支援 
就学前の障がい児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

医療型児童発達支
援 

上肢、下肢又は体幹機能の障がい児に対し、児童発達支援及び治療

を行います。 

放課後等デイサー
ビス 

就学している障がい児に、授業の終了後や学校の休業日に、生活能

力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等に必要な支援を

行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等に通う障がい児に対して、保育所等に訪問し、集団生活へ

の適応のための専門的な支援を行います。 

居宅訪問型児童発
達支援 

重度の障がいにより外出が著しく困難なため、障がい児通所支援を

利用できない障がい児の自宅を訪問して、発達支援を行います。 

障がい児相談支援 

障がい児通所支援を利用する際に、サービス利用を通じて本人や家

族の希望する生活を実現するための障がい児支援利用計画案を作成

し、定期的にモニタリングを行います。 

 

② 必要な見込量 

サービス名 単位 
実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

児童発達支援 

延人日/月 117 219 192 219 219 219 

実人/月 12 43 33 43 43 43 

医療型児童発達支
援 

延人日/月 1 1 0 1 1 1 

実人/月 1 1 0 1 1 1 

放課後等デイサー
ビス 

延人日/月 581 638 633 661 690 720 

実人/月 53 54 46 55 56 57 

保育所等訪問支援 

延人日/月 0 0 0 0 0 10 

実人/月 0 0 0 0 0 1 

居宅訪問型児童発
達支援 

延人日/月 0 0 0 0 0 10 

実人/月 0 0 0 0 0 1 

障がい児相談支援 人/月 16 18 17 18 18 18 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 
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③ 見込量確保の方策 

市内や近隣市町村のサービス提供事業者と連携を図りながら、障がい児とその保

護者（家族）のニーズに応じた見込量の確保に努めます。 
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５ 地域生活支援事業の見込量 

【必須事項】 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

理解促進研修・ 
啓発事業 

障がい者等が日常生活及び社会生活をする上で生じる「社会的障

壁」をなくすため、地域の住民に対して、障がいに対する理解を深

めるための研修会やイベントの開催、啓発活動等を行います。 

自発的活動支援事業 
障がい者等やその家族、地域住民等が地域において、自発的に行

う活動を支援します。 

相談支援事業 

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障がい

福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防

止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい

者等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

成年後見制度利用 
支援事業 

成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障が

い者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援すること

により、その障がい者の権利擁護を図ります。 

成年後見制度法人 
後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法

人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含め

た法人後見の活動を支援することで、障がい者の権利擁護を図りま

す。 

意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図るこ

とが困難な障がい者等に、手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通

の円滑化を図ります。 

日常生活用具給付等
事業 

障がい者等に対し、介護・訓練支援用具等の日常生活用具を給付

することにより、日常生活の便宜や福祉の増進を図ります。 

手話奉仕員養成 
研修事業 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるように、手話で日常会話を行うた

めに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した手話奉仕員の養成

を行います。 

移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がい者等に、社会生活上必要不可欠な外

出や余暇活動等での社会参加のための外出の際の移動を支援しま

す。 

地域活動支援センタ
ー機能強化事業 

障がい者等の地域生活支援の促進を図るため、創作的活動又は生

産活動の機会の提供や、社会との交流促進等の便宜を供与するほか、

様々な相談に応じ、支援や助言を行います。 

なお、本市では、民間の事業所に委託して事業を実施しています。 
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②必要な見込量 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

理解促進研修・ 
啓発事業 

実施 
有無 

未実施 未実施 実施 実施 実施 実施 

自発的活動支援事業 
実施 
有無 

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 実施 

相談支援事業 か所 1 1 1 1 1 1 

成年後見制度利用 
支援事業 

人/年 4 4 5 6 6 7 

成年後見制度法人 
後見支援事業 

実施 
有無 

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 実施 

意思疎通支援事業 

 
手話通訳者派遣
事業 

件/月 166 99 84 87 89 92 

 
手話通訳者設置
事業 

件/年 1 1 1 1 1 1 

 
要約筆記者派遣
事業 

件/年 1 0 0 1 1 1 

日常生活用具給付等事業 

 

介護・訓練支援
用具 

件/年 0 3 0 1 1 1 

自立生活支援用
具 

件/年 5 2 12 6 6 6 

在宅療養等支援
用具 

件/年 4 9 6 7 9 11 

情報・意思疎通 
支援用具 

件/年 7 2 3 2 1 1 

排泄管理支援用
具 

件/年 898 939 1,022 1,040 1,058 1,077 

居宅生活動作補
助用具 

件/年 1 0 0 1 1 1 

手話奉仕員養成 
研修事業 

実施 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

移動支援事業 
時間/年 788 659 554 659 659 659 

人/年 16 15 15 15 15 15 

地域活動支援センタ
ー機能強化事業 

事業所数 1 1 1 1 1 1 

人/年 27 54 41 51 62 77 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 
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【任意事業】 

① 事業概要 

サービス名 概 要 

訪問入浴サービス 

地域における身体障がい者等の身体の清潔の保持、心身機能の維

持等を図るため、訪問により居宅において入浴サービスを提供を行

います。 

日中一時支援事業 

障がい者等の日中における活動の場を確保し、見守りや社会に適

応するための日常的な訓練等の支援サービスを提供することによ

り、その家族や介護者の一時的休息のための支援等を行います。 

障がい者虐待防止 
対策支援事業 

虐待を受けた障がい者について、生命・身体に重大な危険がある

と認められる場合に、緊急的に避難させるための居室を確保し、そ

の後の適切な支援を行います。 

なお、本市では、民間の事業所に委託して事業を実施しています。 

自動車免許取得・ 
自動車改造費助成 

障がい者に対し、自動車運転免許の取得、あるいは、身体障がい

者が自ら所有し、運転する自動車の改造に要する費用の一部を助成

し、就労等の社会活動への参加を促進します。 

 

②必要な見込量 

サービス名 単位 

実績値 見込量 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

訪問入浴サービス 人/年 2 4 2 2 2 2 

日中一時支援事業 
事業所数 17 17 16 16 16 16 

人/年 37 36 36 36 36 36 

障がい者虐待防止対
策支援事業 

実施 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

自動車免許取得・ 
自動車改造費助成 

年間 
利用者数 
（人） 

3 3 0 2 2 2 

※令和２年度実績値は、令和２年４月～令和２年 月末までの実績に基づく見込み値です。 

 

② 見込量確保の方策 

障がいのある人がその能力や適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による地域

生活支援事業の推進に努めます。 

 

 


